
講義④男女共同参画の視点からの防災について

令和７年11月
内閣府男女共同参画局総務課

資料４



講義のねらい

• なぜ防災・災害対応に男女共同参画の視点が必要
なのかを理解する。

• 平常時から災害対応に関わるすべての部局と連携
する体制を整える。

• 発災時は初動段階から女性職員や男女共同参画
担当部局が、災害対策本部等において男女共同参
画の視点から問題提起や情報提供を行う仕組みを
作る。
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令和６年能登半島地震における男女共同参画局の取組

１月１日 被災自治体に対し、「女性の視点からの防災・復興ガイドライン」に
       基づく取組を進めるよう要請

１月５日 男女共同参画局職員を現地災害対策本部に派遣(～3月29日、計12名)
    ・避難所に支援に入る国、県・市町、自衛隊、警察、民間団体に

   女性の視点からの「避難所チェックシート」の周知・活用を依頼
    ・石川県と連携し、女性の視点に立った１.5次避難所開設・運営への支援

・防犯ブザーをプッシュ型支援として4,200個市町に配布するなど避難所における
性暴力・DV被害防止のための取組を実施

１月17日 各都道府県に対し、石川県作成の性暴力・ＤＶ防止啓発ポスターや、
避難所チェックシートの活用を応援職員等に周知するよう依頼

１月29日 各都道府県に対し、広域避難先においても被災者が性暴力・DVに
関して相談できるよう配慮するとともに、相談窓口の周知を依頼

～３月末 石川県に対し、「応急仮設住宅・復興住宅チェックシート」について、
                     市町への周知・活用の依頼

2025年  
５月 男女共同参画の視点に立った能登半島地震対応状況調査報告書の公表
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女性の視点からの避難所チェックシート

https://www.gender.go.jp/policy/saigai/fukkou/pdf/guidelene_07.pdf

男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン p.57-58
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県外の公務員の応援チームが
派遣されてきたが全員男性。
（派遣の必要性を聞かれて）
避難所運営を行った男性が

「女性（の職員）は特にいらない」と
答えてしまった。

！

物資担当者は男性ばかり。
下着を選んでいるときに
男性が見ている状態。

！

避難所内での男性による
つきまといがあった。
警察ができたのは、

防犯ブザーを
渡すくらい。

！

更衣室は用意されず、
着替えるところがない。

プライバシーが守られない

！

炊き出しに一日７時間。
睡眠が２，３時間しかない

日が続いた

！

能登半島地震における女性の声

多くの避難所において女性の視点が欠如していた

引用：彩あふれる能登の復興へ 令和６年能登半島地震の女性の経験と思いに関するヒアリング調査
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これまでの災害で見えてきた課題

平常時にできないことは、災害時にはなおさらできない・・・

平常時の防災・復興施策に
男女共同参画の視点が取り入れられていない

災害時に女性の困難・負担が増大

防災における男女共同参画の視点の重要性について理解されていない

自治体の災害対策本部や防災部局に女性職員が配置されていない

防災部局と男女共同参画部局が連携していない 等
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都道府県・市町村の防災・危機管理担当部局、男女共同参画担当部局が、女性の視点からの 災害
対応を進める際に参照できるよう、基本的な考え方、平常時の備え、初動段階、避難生活、復旧・復
興の各段階において取り組むべき事項を示すもの。

https://www.gender.go.jp/policy/saigai/fukkou/pdf/guidelene_01.pdf

            

災害対応力を強化する女性の視点
～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～ （令和２年５月）
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地域防災計画や避難所運営マニュアルにガイドラインの内容を反映する

「地域防災計画の作成・修正」の取組ポイント

□本ガイドラインに盛り込まれた事項
を反映するよう努める。

□地域防災計画に男女共同参画部局
や男女共同参画センターの役割を
位置づける。

「避難所運営マニュアルの作成・改定」の取組ポイント

□マニュアルは検討の初期から女性が
参画する。

内閣府男女共同参画局が県・市町村の男女共同参画担当部
署へ発出した「通知」への対応状況
（「通知」では、男女共同参画の視点からのガイドライン及び
 避難所チェックシートの活用を依頼）

通知を受け取りましたか
県 N=4 市町 N=41

受け取った

（3団体）
75%

受け取って

いない

（1団体）
25%

受け取った

（30団体）
73%

受け取って

いない

（11団体）
27%

県 n=3 市町 n=28

66.7%  (2団体)

33.3%  (1団体)

33.3%  (1団体)

33.3%  (1団体)

66.7%  (2団体)

0.0%  (0団体)

0.0%  (0団体)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害対策本部に通知の情報を提供し

た

避難所運営の担当職員にガイドライ

ンやチェックシートを配布した

応援職員に通知の情報を周知した

各避難所等にガイドラインやチェック

シートを配布・掲示した

その他

特に対応しなかった

無回答

n=3

25.0%  (7団体)

7.1%  (2団体)

3.6%  (1団体)

7.1%  (2団体)

14.3%  (4団体)

57.1%  (16団体)

0.0%  (0団体)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害対策本部に通知の情報を提供し

た

避難所運営の担当職員にガイドライ

ンやチェックシートを配布した

応援職員に通知の情報を周知した

各避難所等にガイドラインやチェック

シートを配布・掲示した

その他

特に対応しなかった

無回答

n=28

通知を受け取ったと認識し、どのように対応しましたか （複数回答）

「令和6年度 男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査」より

ガイド
P. １４

ガイド
P. １５
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段階ごとに取り組むべき事項【平常時の備え】

「物資の備蓄・調達・配布」の取組ポイント

□ガイドラインの「備蓄チェックシート」
を活用し、女性職員の参画を得なが
ら、女性と男性のニーズの違い等を
踏まえて品目を選定し、必要かつ十
分な物資を備蓄する。

□輸送・流通等の関係団体や企業と必
要な協定を締結する。

□女性用品や乳幼児用品、衛生用品等
について住民の備蓄を促す。

防災部局と連携し、男女のニーズの違いを踏まえた備蓄をする

ガイド
P. １７
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「災害対策本部」の取組ポイント

□ 災害対策本部の構成員に、女性職員を
配置する。

□ 男女共同参画担当部局を所管する構
成員は、ガイドラインに盛り込まれて
いる事項への対応について、本部に情
報提供・問題提起する。

□ 災害対策本部の下部組織には、必ず、
男女共同参画担当部局や男女共同参
画センターの職員を配置する。

段階ごとに取り組むべき事項【初動段階】

10

災害対応の初動から女性の視点を反映する

• 市長の承認のもと、1月2日に災害対
策本部の下部組織として、健康福祉
増進センター所長（女性）を本部長に
「保健医療福祉調整本部」を立ち上げ。

• 調整本部に入った医療・保健等の専
門職には女性が多く、避難所の女性
用物資やトイレの衛生管理、防犯ブ
ザーのニーズにも対応。

• 本部長は市の災害対策本部の構成
員であり、本部会議の場で「調整本
部」が対応した事例について共有。

女性用品等の必要物資についても積
極的に発言。

石川県珠洲市の取組事例

「令和6年度 男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査」より

ガイド
P. ２９

10



段階ごとに取り組むべき事項【避難生活】

「避難所の環境整備」の取組ポイント

□ プライバシーの十分に確保された間仕切
りにより、世帯ごとのエリアを設ける。

□ トイレ・物干し場・更衣室・休養スペース・入
浴設備は、男女別に設ける。 授乳室を設
ける。

□ 女性用品の配布場所を設ける。

間仕切り＆段ボールベッドの例

更衣室・授乳室
（ドーム型）

女性専用物干し場

□ 管理責任者に、女性と男性の両方を配置
する。

□ 「避難所チェックシート」を活用し、巡回指
導を行う。

避難所の開設時から女性の視点を取り入れる

「避難所の開設・運営」 の取組ポイント ガイド
P. ３４

ガイド
P. ３５
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（「令和6年度 男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査」 ヒアリング結果より）

石川県と民間支援団体の連携による取組事例

１．５次避難所における取組

• 避難所開設後、早期に女性専用スペース（女性用談話室）を設置し、
24時間利用可能にした。

• こどもが動き回れるようにキッズスペース（未就学児向けと小学生
以上向け）を2か所設置。未就学児向けには授乳用とおむつ替え用
のテントを準備。小学生向けには走り回ったり、勉強や読書用の場
所も設置。

• 様々な発達段階に対応できるよう多職種が連携し、常駐の専任ス
タッフとボランティアによって運営。保育士と学童保育指導員が常
駐し、こどもと保護者双方を支援。

• 保護者が2次避難先の情報を得られるよう、各地の子育て
ハンドブック等を集めて情報提供を実施。

２次避難所における取組

• 県の研修センターに妊産婦と家族のための２次避難所を設置し、助産師会と連携して運営。日
中は助産師が常駐、妊婦の心身のケア（健康管理、相談対応）を実施。

• きょうだい児向けに民間支援団体と連携してプレイルームの設置。

• 避難者が地元の市町に戻る際には、県から各市町の母子保健担当部署に連絡し、  状況の引き
継ぎを実施。 12



（「令和6年度 男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査」 ヒアリング結果より）

石川県男女共同参画担当部署の取組事例

国や応援自治体と連携し、市町に対し性暴力・DV防止のための取組を支援

• １月１日に発出された内閣府男女共同参画局か

らの通知を受け取り、同日、他課や市町に共有。

• 性暴力・DV防止のための啓発ポスターを作成

し、市町村や避難所運営担当者にポスターの掲

示や相談カードの掲示・配布を依頼。

• 内閣府男女局の派遣職員による助言を踏まえ、
避難所を開設している市町の男女共同参画担
当部署を対象に女性のニーズの把握状況等に
関する聞き取り調査を実施。

• 対口支援に入った応援自治体からの要望に応

えて調達し、防犯ブザーを調達、市町に配布を

依頼。

石川県作成ポスター
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（「令和6年度 男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査」 ヒアリング結果より）

富山県民共生センターサンフォルテの取組事例

• これまで培った知見やネットワークを活かし、被災地

の女性に対する就労支援として、センター主催のイベ

ント開催時に「能登半島地震復興応援ショップ」を出店

• 日頃から開催していた就労支援セミナー 「再就職にす

ぐ役立つ講座」 の対象を拡大。県外からの避難者に

対し受講料減免制度を設定

• 発災後、地震の揺れに対する恐怖感を抱いていた女

性が多かったため、男女共同参画センターの通常業務

である相談事業の知見やノウハウを活かし、住民向け

相談窓口を被災地の女性・男性にも開放し、ホーム

ページで広報

男女共同参画センターが普段行っている就労支援や相談事業などの知見や
ネットワークを活かし、県外から被災地の女性たちを支援
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これからの取組

• 災害対応を担う地方公共団体の全ての部局職員に
対し、「男女共同参画の視点からの防災」に係る研
修・訓練の実施

• 令和７年度 女性防災リーダーのネットワーク構築に
向けた調査事業
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今後の取組についてまとめ

平常時・災害時の
あらゆる防災施策に男女共同参画の視点を入れる

被害全体が縮小する、災害に強い社会が作られる!

平常時にできないことは、災害時にはなおさらできません。

 災害対応に関わるあらゆる部局が連携してガイドラインを踏まえた研修や訓練を行う

 自治体の災害対策本部等の意思決定や災害の現場に女性が参画する

 防災担当部局と連携し、災害時の男女共同参画部局や
男女共同参画センターの役割を明確化する
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「災害対応力を強化する女性の視点」実践的学習プログラム

印刷・投影用スライド教材のほか、
YouTube動画
（https://youtube.com/playlist?list=PLwXND8_Q
n55qWD5nkHjuNP9J03b2E3JrV）もあり、
研修や勉強会、防災・男女共同参画関連のイベ
ント等、様々な機会に活用できます！

プログラム構成 タイトル

セッション１
（約30分）

座学
（動画あり） 防災になぜ男女共同参画の視点が必要か

セッション２
（約50分）

座学
（動画あり） 災害対応力を強化する女性の視点

セッション３
（約75分）

ワーク
ショップ

男女共同参画の視点から防災の取組を
実践する

＋自治体・男女共同参画センター・市民団体の取組事例集あり

ダウンロードはこちら
https://www.gender.go.jp/policy/saigai/program/

参考 「災害対応力を強化する女性の視点」
実践的学習プログラム（令和3年5月）

参考
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地域で女性が防災活動するにあたっての課題、地方公共団体及び自治会・
自主防災組織等の先進的な取組について調査・分析をもとに作成した、
女性の防災リーダーが地域で活躍するためのノウハウ・事例集。
https://www.gender.go.jp/policy/saigai/knowhow/

女性が力を発揮するこれからの地域防災
～ノウハウ・活動事例集～ （令和4年3月）

参考
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防災分野における女性の参画促進
～好事例集～ （令和５年５月）

地方防災会議委員に占める女性委員比率の向上、防災・危機管理部局への
女性職員の配置等、防災分野での女性の参画拡大に積極的に取り組む
17自治体を紹介 https://www.gender.go.jp/policy/saigai/suishin/index.html

山形県酒田市
山形県高畠町
茨城県
群馬県渋川市
東京都
岐阜県
静岡県浜松市
愛知県豊橋市
大阪府堺市
大阪府茨木市
兵庫県明石市
鳥取県
香川県坂出市
高知県高知市
福岡県桂川町
長崎県
沖縄県那覇市

本事例集で
紹介している自治体

参考

19

https://www.gender.go.jp/policy/saigai/suishin/index.html


ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査
「見える化マップ」（令和6年6月）

令和3年から毎年実施している「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」
に基づく地方公共団体の取組状況調査について、最新の調査結果では、各団体の取
組状況が一目でわかるよう「見える化マップ」を作成。

参考
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男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査 （概要）

• 今回の災害対応では、対口支援の枠組みを活用した応援
自治体による支援や１．５次・２次避難所等の広域避難が
早期に実施された。

• 被災自治体と民間支援団体・専門家・女性防災リーダー
などの多様な主体間の連携による男女共同参画の視点
からの取組が展開された。

• 一方、これまでの災害と同様の困難（避難所における女性の

負担増 等）や新たな課題（広域避難者に関する情報の把握や自

治体間の共有、切れ目のない支援の必要性 等）も指摘された。

• 今後の災害対応で、男女共同参画の視点からの取組を
促進するための提言（一部）は以下のとおり。

• 令和６年能登半島地震で被災した自治体や支援団体の備えや発

災時の対応、復旧・復興の取組など、「男女共同参画の視点から

の防災・復興ガイドライン」に基づく災害対応状況を把握。

• 調査結果をもとに課題と好事例を整理し、今後の改善に向けた

取組の方向をとりまとめ。

【調査結果概要（取組事例・課題、今後の方向性）】【調査の背景・目的】

【調査方法】

〇内閣府防災（避難生活担当）
〇内閣府防災（普及・啓発担当）
〇総務省自治行政局公務員部
公務員課応援派遣室

• 本分野に精通した有識者、地方公共団体職員から構成される検討
会を設置。検討会において、アンケート・ヒアリング調査票の内容、
ヒアリング調査先の選定、報告書案についての意見交換等を実施。

• ①被災自治体（4県、47市町村）、②応援自治体（対口支援を行った

都道府県及び政令市を含む市町村）、③男女共同参画センター

（357センター）、④民間支援団体 （NPO、企業、社会福祉協議会等

約200団体）に対しアンケート・ヒアリング調査を実施。

氏名 所属・役職

◎池田 恵子 静岡大学教授

池田 哲也 熊本市文化市民局市民生活部長

小山内 世喜子 一般社団法人男女共同参画地域みらいねっと 代表理事

斉藤 容子 関西国際大学客員教授

明城 徹也
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）

事務局長

※五十音順、敬称略、◎は座長

部局名

内閣府防災（避難生活担当）

内閣府防災（普及・啓発担当）

総務省自治行政局公務員部 公務員課応援派遣室

検討会委員

オブザーバー

【調査方法】

 意思決定や災害の現場への女性の参画促進

 平常時からの国や自治体のトップを含む関係者の
意識の醸成、実践的な研修・訓練の実施

 災害対応業務を担う職員等へのサポート体制の強化

 女性防災リーダーへの支援・ネットワーク強化

【別紙：各主体による取組】

• 被災・応援自治体による取組事例：
(子育て中の職員への支援を含む）災害対応業務に
従事する職員へのサポート

• 男女共同参画センター・民間支援団体等による取組事例：
全国の女性防災リーダーのネットワークを活用した支援

参考
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